
授与する学位の名称 修士（法学）〔Master of Laws〕

人材養成目的

企業法学の分野における人材需要に応えて、現代社会において企業が直面する法的諸問

題について適切な解決策を提示できる法学的専門能力を有する高度専門職業人の育成・再教

育を目的とする。

養成する人材像
企業において一定の実務経験を有し、現代社会において生じる多様な諸問題を法学的専門

知識と法的思考方法によって解決することができる、高度専門職業人を育成する。

修了後の進路

学生の大部分については、在学中から民間会社・官公庁・弁護士事務所・会計事務所等に

勤務しているか、弁護士・公認会計士・税理士等として開業していると思われるが、学位取得後

に大学等の高等教育機関の教員となる者も一定数いるものと想定される。

ディプロマ・ポリシーに掲げる
知識・能力

評価の観点 対応する主な学修

1.知の活用力：高度な知識を社
会に役立てる能力

① 研究等を通じて知を社会に役立てた（または
役立てようとしている）か
② 幅広い知識に基づいて、専門分野以外でも
問題を発見することができるか

企業法学特別研究Ⅰ―Ⅵ、修士論文中間
報告、修士論文作成等

2.マネジメント能力：広い視野
に立ち課題に的確に対応する
能力

① 大きな課題に対して計画的に対応することが
できるか  
② 複数の視点から問題を捉え、解決する能力
はあるか

商事法研究 I―Ⅱ、民事法研究 I―Ⅱ、租税
法研究 I―Ⅱ、修士論文中間報告、修士論
文作成等

3. コミュニケーション能力：専
門知識を的確に分かり易く伝え
る能力

① 研究等を円滑に実施するために必要なコミュ
ニケーションを十分に行うことができるか
② 研究内容や専門知識について，その分野だ
けでなく異分野の人にも的確かつわかりやすく
説明することができるか

社会保障法演習、会社法演習、知的財産
法演習、修士論文中間報告、修士論文作
成等

4. チームワーク力：チームとし
て協働し積極的に目標の達成
に寄与する能力

① チームとして協働し積極的に課題に取り組ん
だ経験はあるか
② 自分の研究以外のプロジェクト等の推進に
何らかの貢献をしたか

法文献学、担保法演習、労働法演習Ⅰ―
Ⅱ、民事手続法演習Ⅰ―Ⅱ、知的財産法
判例演習、修士論文中間報告、修士論文
作成等

5. 国際性：国際社会に貢献す
る意識

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る意識があるか
② 国際的な情報収集や行動に必要な語学力
を有するか

法文献学、ビジネス法入門、アメリカ取引法
文献講読、ヨーロッパ契約法、国際民事訴
訟法、修士論文中間報告、修士論文作成
（必修科目）等

6. 基礎的専門知識：法律学の

基本的な考え方及び企業法学

の各分野に係る基礎的専門知

識  

① 法律学の基礎的な考え方が身についている
か
② 企業法学各分野の基礎的な知識を獲得でき
ているか

現代民法の基礎、現代商法の基礎等

7．文献・判例の調査・分析能
力：企業法学の研究に必要な
諸文献・裁判例等の調査・分析
能力

① 企業法学の学習・研究に必要な諸文献や裁
判例等を自ら検索・調査して、入手するリテラシ
ーを体得しているか
② 入手した諸文献や裁判例等を正確に読解・
分析して、内容を整理することができるか

法文献学、修士論文中間報告、修士論文
作成等

8．特定の企業法学分野に係る
深い知識：企業法学の少なくと
も 1 つの主要分野に係る理解・
研究に必要な専門的知識

① 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識を獲得し、その内容を理解してい
るか
② 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識及び理解を基に研究を遂行する
能力を体得しているか

契約法、担保法、会社法、金融商品取引
法、民事訴訟法、国際私法、国際経済法、
著作権法Ⅰ、特許法Ⅰ、労働関係法、社会
保障法、実務租税法学、租税手続法、修士
論文中間報告、修士論文作成等

9．論文執筆能力：企業法学の
少なくとも１つの主要分野につ
いての深い知識を基にした論
文（とりわけ、社会人としての経
験などを背景とする問題意識
に支えられた論文）を執筆する
能力

① 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識を基に適切な研究テーマを設定
の上で研究を行い、論文としてまとめることがで
きるか
② 社会人としての経験などを背景とした問題意
識を取り入れた研究を行い、論文に反映させる
ことができるか

企業法学特別研究Ⅰ―Ⅵ、修士論文中間
報告、修士論文作成等
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知識・能力

ディプロマポリシー

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士前期課程の修了の要件を充足したうえで、次の知識・能力を有すると認められた

者に、修士（法学）の学位を授与する。
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学位論文に係る評価の基準

学位論文の評価項目

1．オリジナリティを有していること（とりわけ、社会人としての経験等を背景とする問題意識に支えられた論文であること）

2．重要文献を渉猟し、その理解の上で、自分の理解を展開していること

3．参考文献・引用文献を適切に表示していること

審査委員の体制・審査方法

学位論文の審査は、主査 1 名及び副査 2 名以上の審査委員の合議で行う。副査には、本学位プログラムの専任教員以外の者

を加えることができる。上記評価項目すべてを満たす学位申請論文を、最終試験を経た上で、修士論文として合格とする。

カリキュラム・ポリシー

・基礎的専門知識：企業法学の分野における基本的な科目から、「企業関係法」「国際ビジネス法」、「知的財産法」、「社会・経済

法」及び「租税法」の各分野における応用的な科目までを広範囲に開講する。

・諸文献等の調査・分析能力：諸文献の調査・分析能力を培うために、法文献学を開講する。

・深い専門的知識の習得：専任教員による演習等の高度に専門的な科目を設置するとともに、最新の実務の現状を学ぶ観点か

ら、実務家の非常勤講師による科目を開講する。さらに、民事法研究、商事法研究、租税法研究、労働判例研究等の、修了者、

博士後期課程の学生等が参加する科目を設ける。

教育課程の

編成方針

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養に資するよう

に、研究群共通科目、学術院共通専門基盤科目を開講して、学生の研究能力を支援する。

共通専門科目を開講するとともに、「企業関係法」「国際ビジネス法」、「知的財産法」、「社会・経済法」及び「租

税法」の各分野について専門知識を習得できるよう分野設定を行い、さらに演習等により高度な専門的知識の習

得を図る。具体的には、次のような科目を開講する。なお、学生は、どの分野に属する科目も自由に履修すること

ができる。

・共通専門科目 法文献学、ビジネス法入門、企業法学特別研究等

・専門科目【企業関係法分野】 契約法、不動産法、担保法、会社法、企業会計法、金融商品取引法、民事訴訟

法等

・専門科目【国際ビジネス法分野】 国際私法、国際経済法、国際民事訴訟法等

・専門科目【知的財産法分野】 著作権法、特許法、不正競争防止法、商標法、デザイン法、国際知的財産法等

・専門科目【社会・経済法分野】 独占禁止法、労働関係法、社会保障法等

・専門科目【租税法分野】 実務租税法学、租税手続法、国際課税法等

・演習等 担保法演習、契約法・損害賠償法演習、会社法演習、民事手続法演習、国際私法演習、知的財産法

演習、労働法演習、社会保障法演習、租税計画演習等

学修の方法

・プロセス

・入学時点で、各学生の研究計画等で示された研究テーマにもっとも近い専門領域の指導教員を定め、必修科

目である「企業法学特別研究 I～VI」の履修を通じて、各指導教員がマンツーマン体制で学修指導を行う。

・各専門科目の学修については、共通専門科目の履修はもちろん、自らの研究計画や問題関心に応じた分野の

専門科目を中心に選択することが推奨され、分野内の科目の履修選択にあたっても、指導教員によるアドバイ

スを受けながら、そのニーズに応じた履修計画を作成して、それに沿った履修を行う。

・修了には、必修科目 6 単位(企業法学特別研究 I～VI) の履修を含めて、30 単位以上を取得し、加えて、中間

報告を行った上で、専攻の定める規則に従って修士論文を提出し、その審査および最終試験に合格すること

が必要とされる。

学修成果の

評価

・共通専門科目及び専門科目の成果評価については、各科目担当教員によって、試験及びレポート、授業参加

状況や寄与度といった様々な形での成績評価を行い、これを基にした単位認定を行う形で成果評価がなされ

る。

・必修科目である専門科目「企業法学特別研究 I～VI」は、論文指導のための個別指導科目として位置づけられ

ていることから、修士論文研究における各学生の達成度・進度に応じて指導教員によって単位が付与される。

・修士論文の研究過程における成果評価としては、入学から２年目の学生に、より具体化した研究計画書を提出

することが求められ、２年目の秋には、修士論文中間報告会を開催し、修士論文提出予定の学生は全員参加

を原則として、各学生の進捗状況を専攻教員が把握するとともに、より高品質な修士論文作成に向けての意見

交換を行う機会を設けている。

・修士論文の成果評価については、主査１名および副査２名(テーマによっては外部の専門家を依頼することもあ

る)からなる審査専門委員会を構成し、論文審査を行い、原則、専攻教員全員が参加の下で行われる口述試験
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① 研究等を通じて知を社会に役立てた（または
役立てようとしている）か
② 幅広い知識に基づいて、専門分野以外でも
問題を発見することができるか

企業法学特別研究Ⅰ―Ⅵ、修士論文中間
報告、修士論文作成等

2.マネジメント能力：広い視野
に立ち課題に的確に対応する
能力

① 大きな課題に対して計画的に対応することが
できるか  
② 複数の視点から問題を捉え、解決する能力
はあるか

商事法研究 I―Ⅱ、民事法研究 I―Ⅱ、租税
法研究 I―Ⅱ、修士論文中間報告、修士論
文作成等

3. コミュニケーション能力：専
門知識を的確に分かり易く伝え
る能力

① 研究等を円滑に実施するために必要なコミュ
ニケーションを十分に行うことができるか
② 研究内容や専門知識について，その分野だ
けでなく異分野の人にも的確かつわかりやすく
説明することができるか

社会保障法演習、会社法演習、知的財産
法演習、修士論文中間報告、修士論文作
成等

4. チームワーク力：チームとし
て協働し積極的に目標の達成
に寄与する能力

① チームとして協働し積極的に課題に取り組ん
だ経験はあるか
② 自分の研究以外のプロジェクト等の推進に
何らかの貢献をしたか

法文献学、担保法演習、労働法演習Ⅰ―
Ⅱ、民事手続法演習Ⅰ―Ⅱ、知的財産法
判例演習、修士論文中間報告、修士論文
作成等

5. 国際性：国際社会に貢献す
る意識

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る意識があるか
② 国際的な情報収集や行動に必要な語学力
を有するか

法文献学、ビジネス法入門、アメリカ取引法
文献講読、ヨーロッパ契約法、国際民事訴
訟法、修士論文中間報告、修士論文作成
（必修科目）等

6. 基礎的専門知識：法律学の

基本的な考え方及び企業法学

の各分野に係る基礎的専門知

識  

① 法律学の基礎的な考え方が身についている
か
② 企業法学各分野の基礎的な知識を獲得でき
ているか

現代民法の基礎、現代商法の基礎等

7．文献・判例の調査・分析能
力：企業法学の研究に必要な
諸文献・裁判例等の調査・分析
能力

① 企業法学の学習・研究に必要な諸文献や裁
判例等を自ら検索・調査して、入手するリテラシ
ーを体得しているか
② 入手した諸文献や裁判例等を正確に読解・
分析して、内容を整理することができるか

法文献学、修士論文中間報告、修士論文
作成等

8．特定の企業法学分野に係る
深い知識：企業法学の少なくと
も 1 つの主要分野に係る理解・
研究に必要な専門的知識

① 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識を獲得し、その内容を理解してい
るか
② 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識及び理解を基に研究を遂行する
能力を体得しているか

契約法、担保法、会社法、金融商品取引
法、民事訴訟法、国際私法、国際経済法、
著作権法Ⅰ、特許法Ⅰ、労働関係法、社会
保障法、実務租税法学、租税手続法、修士
論文中間報告、修士論文作成等

9．論文執筆能力：企業法学の
少なくとも１つの主要分野につ
いての深い知識を基にした論
文（とりわけ、社会人としての経
験などを背景とする問題意識
に支えられた論文）を執筆する
能力

① 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識を基に適切な研究テーマを設定
の上で研究を行い、論文としてまとめることがで
きるか
② 社会人としての経験などを背景とした問題意
識を取り入れた研究を行い、論文に反映させる
ことができるか

企業法学特別研究Ⅰ―Ⅵ、修士論文中間
報告、修士論文作成等

・演習等 民法演習Ⅰ～Ⅳ、会社法演習、民事手続法演習、国際私法演習、知的財産法演習、労働法演習、社会

保障法演習、租税計画演習等
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アドミッション・ポリシー

求める人材 企業において一定の実務経験を有しており、現代社会において生じる多様な諸問題を法学的専門知識と法的

思考方法によって解決できる高度専門職業人としての能力を涵養しうる、強い学習意欲と熱意を有する人材が望

まれる。

入学者選抜

方針

研究計画書、筆記試験（小論文）、面接試験により選抜する。

・研究計画書   研究に対する問題設定能力、計画策定能力、専門知識等を中心に評価する。

・筆記試験（小論文） 基本的な法的思考能力、文章構成・記述能力を中心に評価する。

・面接試験  研究能力、専門知識、コミュニケーション能力等を中心に評価する。

ただし、弁護士・公認会計士等の一定の国家資格を有する者については、筆記試験（小論文）を免除する。

研究計画書及び面接試験により選抜する。

・  研究計画書　　　研究に対する問題設定能力、計画策定能力、専門知識等を中心に評価する。

・  面接試験　　基礎的な法的思考力、論理的思考力、批判的思考力、研究能力、専門知識、コミュニケーション能

力等を中心に評価する。

・ 修士論文の成果評価については、主査１名および副査２名(テーマによっては外部の専門家を依頼することもある）

からなる審査専門委員会を構成し、論文審査を行い、原則、専攻教員全員が参加の下で行われる口述試験を実

施して、論文の内容と最終試験の結果により、論文の合否を判定する。
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